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1.1 緒言 

 

地球温暖化の原因とされる CO₂をはじめとした温室効果ガスの排出をいかに

削減していくかは、重要な社会課題になっており、ICT の発展に伴う電力使用量

の増加に対しても省エネルギー化の要求が高まっている[1]。NTT ドコモの場合、

消費する電力の約 7 割は、全国の基地局で使用されているため、基地局電力消

費による CO₂排出削減のため、既存基地局にソーラーパネルや大容量蓄電池を

導入した「グリーン基地局」の整備に注力しており、2019 年度末時点で 262 局

の運用を行っている[2]。ソーラーパネルで発電した電力は無線装置の給電に使

われるとともに、余剰電力はリチウムイオン電池などに蓄えることで、停電時へ

の対応力も高めている。 

グリーン基地局の取り組みの他にも、近年、通信インフラにおける消費エネル

ギー削減の取り組みが積極的に行われている。例えば、W-CDMA/LTE 両システ

ム対応の光張り出し装置は従来の W-CDMA システム用光張り出し装置と比較

して消費電力を約 30%削減している[3]。通信デバイス自体の省エネルギー化以

外にも待機時間やトラフィックの制御等で消費電力を下げる取り組みも行われ

ている。例えば、ルータがデータを送受信していない間は、スリープ状態にする

ことで待機時間を長くし、消費電力を削減できる[4]。エネルギー消費を考慮し

たルーティング制御や[5]、自然エネルギーの発電量に応じて通信制御を行う研

究も行われている[6]。 

 また、マイクログリッドとは、小規模エリアを対象とし、太陽光発電や風力発

電等の再生可能エネルギーを組み合わせて電力需要を満たす小規模電力網であ

る[7][8]。基地局は全国に偏在するため、マイクログリッドのような小規模エリ

アの中にもいくつかの基地局が存在すると考えられる。マイクログリッドの中

では、発電量が不安定な再生可能エネルギーを蓄電池で平滑化することも重要

となってくる[9]。例えば、既存の電力系統に太陽光発電を大量に連系させると、

太陽光発電の余剰電力の系統への逆潮流による電圧上昇やそれに起因した太陽

光発電の出力抑制などの問題が懸念されている。太陽光発電の発電量の予測手

法は、予測するデータのサンプリング時間や空間分解能、用いる入力やアルゴリ

ズム等により様々な手法が提案されている[10]。また、配電系統のモデル化や[11]、

Box-Muller 法[12]を活用した需要家側の負荷量のモデル化の検討も進んでおり
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[13]、これらの発電量・負荷量予測情報を活用した蓄電池運用計画の研究も行わ

れている[14]。基地局には蓄電池も備わっているため、上記の運用計画を活用す

ることで発電電力の不安定性の解消や負荷平準化にも貢献できると考えられる。 

一方、近年、激甚化する災害への対応強化や電力需給の安定化が求められる中

で、無線通信用の電力バックアップ強化や電力需要のピーク削減などの重要性

が増している[15]。基地局では、電力系統の停電時に備えてバックアップ用の蓄

電池が備わっている。この蓄電池を従来の鉛電池からリチウムイオン電池へ変

更することによる強化も考えられている[16][17]。さらに、電力需要のピーク削

減については、蓄電池の利用がひとつの有効な手段と考えられる。電力需要の少

ないときに蓄電しておき、電力需要が増大した時に蓄電してある電力を放電す

ることで、電力系統への負荷を軽減でき、電力需要のピーク削減につながる。一

方、自然エネルギーへのシフトについても検討が進んできている[18]。特に、太

陽光発電の導入が最も注目されている。太陽光発電は電力需要の高い日中の時

間帯に発電できるため、電力重要のピーク削減にもつながる。 

今後は基地局にも積極的に太陽光発電等の自然エネルギー源を導入し、自然

エネルギーと蓄電池を有効利用して電力需要のピーク削減や環境負荷低減に貢

献できる「グリーン基地局」が必要となってくる[19]。 

 

1.2 グリーン基地局 

 

 図 1.1 に NTT ドコモのグリーン基地局のテストベッドの写真、図 1.2 にその

装置の回路ブロックを示す。グリーン基地局は、図 1.2 に示すように、バックア

ップ電源としてサイクル動作のできるリチウムイオン電池を導入し、停電時の

バックアップや通常時の充放電をできる構成にしている[20]。充放電回路は充放

電用の回路をそれぞれ備えており、瞬停停電の切替回路は、直流バスの電圧低下

を検出する回路を備えており、停電時に瞬断なく蓄電池から供給する。さらに、

再生可能エネルギーを利用するためにソーラーパネルを直流バスに並列に接続

している。太陽光発電変換回路は MPPT(Maximum Power Point Tracking)機能を備

えており、最大発電効率で発電させる[21][22]。また、高効率な DC/DC(Direct 

Current-to-Direct Current)変換を用いており[23]、変換後の出力電圧を整流器やリ

チウムイオン電池の電圧より高く設定することで、通信装置へ太陽光発電の電
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力を優先して供給する。グリーン基地局はこれらリチウムイオン電池とソーラ

ーパネルに加えて、既存の整流器（商用電力）の 3 つの電源と充放電制御を行う

電源制御部（xEMS）を備えることで、自然エネルギーの有効活用や電力需要の

ピーク時への対応を実現する[24]。グリーン基地局の電源制御部の機能を表 1.1

に示す[25]。 

 

 

 

 

 

図 1.1 グリーン基地局テストベッド 
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図 1.2 グリーン基地局のブロック図 

 

表 1.1 グリーン基地局の電源制御部の機能概要 
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表 1.2 スマートメータの Bルート情報の一例[26] 

 

 

 

1.3 グリーン基地局の変形例 

 

1.3.1 オフグリッド基地局への適用 

 

基地局において、商用電力を利用して運用する受電局が一般的であるが、山間

部などで商用電力を受電できないロケーションの基地局では、太陽光発電シス

テムを設置して運用するオフグリッド基地局が以前より存在しており[27]、後者

のグリーン基地局化による電力制御の検討が進められている[28]。総務省も 2018

年に開催された ICT インフラ地域展開戦略検討会においてスマート農業や自動

運転等の ICT を通じた地域活性化の実現のため、人口の少ない地域を含めて幅

広く社会インフラとして整備していくことの必要性を言及している[29]。 

図 1.3 にオフグリッド基地局の写真を示す[30]。日射量データに基づく予測誤

差を考慮した発電予測手法[31]と、無線機の負荷を上回る余剰の発電電力が発生

する直前に蓄電池から同量だけ放電する簡便な制御手法である PDESP(Prior 
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Discharge Equivalent to Surplus PV power)[32]を用いることで、蓄電池を枯渇させ

ずに太陽光発電のみで運用可能かシミュレーションしている[30]。 

 

 

 
 

図 1.3 オフグリッド基地局の外観 

 

 

1.3.2 燃料電池との連携動作 

 

 グリーン基地局ではリチウムイオン電池を導入しているが、無線通信に対す

る需要の急増により無線装置の消費電力が増加している中[33]、更なる長時間バ

ックアップに向けて、燃料電池との連携が研究されている[34]。また、グリーン

基地局は全都道府県に設置されているため[35]、燃料電池も豪雪地域などの厳し

い環境条件下で動作検証が行われており、グリーン基地局への適用が可能であ

ることが確認されている[36]。図 1.4 に燃料電池との連携基地局の写真を示す。

ソーラーパネルの下に 2 つの収容箱が確認でき、それぞれ燃料電池とその燃料

が入っている。本燃料電池は、メタノールと空気中の酸素を化学反応させて電気

を起こすことで、有害物質も発生しない静寂性に優れた発電機であり、グリーン
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基地局との連携運転により、1 週間以上の基地局の運営が可能となる[37]。 

 

 

 

図 1.4 燃料電池との連携基地局 

 

 

1.4 グリーン基地局の応用例 

 

 本研究テーマであるグリーン基地局の電力制御研究を活用した応用例として、

広域に配置されたグリーン基地局含む基地局群を想定した電力連携に関する研

究が行われている。 

 

1.4.1 電力融通 

 

 複数のグリーン基地局間の電力融通を想定したシミュレーションを行うが、

具体的に電力融通とは電力系統への逆潮流電力を他の基地局で受電する仮想的

なマイクログリッドを想定している。よって、グリーン基地局が複数同時に稼働

しており、かつ商用系統を介して連系している状況を想定している。 

 図 1.5 に電力融通の制御例を示す。満充電状態などの理由で発生する余剰電力
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は、他局の無線機もしくはリチウムイオン電池に融通電力として供給できるも

のとし、他局にも供給できないときには廃棄電力として扱う。また、融通電力は

バックアップ時間の短い局に優先して供給される。気象庁データを活用したシ

ミュレーションの結果、単局で電力制御を行った場合に比べて、複数局で電力を

融通することで余剰電力をさらに有効に活用できることが報告されている[38]． 

 

 

 

 

図 1.5 グリーン基地局（G-BTS）の電力融通の制御例 

 

  

グリーン基地局を用いた電力融通の実機検証に向けた基礎検討も進められて

いる[39][40]。図 1.6 に双方向マルチポートコンバータを適用したグリーン基地

局の概要図を示す。本システムは、様々な定格電圧を持った複数のエネルギー源、

蓄電装置、負荷装置を同一のシステム内に接続でき、双方向な電力伝送を可能に

する[41][42]。表 1.3 にグリーン基地局を用いた電力融通に求められる動作モー

ド例を示す。表のモード 1 によると、ソーラーパネルの発電電力を無線機に供

給しながら、余剰発電分を蓄電池に充電して、蓄電池が満充電状態となると、他

局への電力融通に向けて、系統に逆潮流させる動作を確認している[43]。 
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図 1.6 グリーン基地局への双方向マルチポートコンバータの適用 

 

 

 

表 1.3 電力融通の動作モード例 
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1.4.2 デマンドレスポンス 

 

 現在、電力取引において、電力の供給状況に応じた需要抑制（DR：デマンド

レスポンス）の技術が注目されており、電力需要家が自らの電力消費パターンを

変化させ、需要を抑制することでインセンティブ（報奨金）を受け取る仕組みが

考えられている[44]。このとき、一つの電力需要家である基地局においても、蓄

電池の放電によって需要抑制を行うことが可能であり、これによって新たな利

益創出となる可能性がある。 

OpenADR は自動デマンドレスポンス技術の国際基準規格であり、送配電事業

者（電力事業者）、アグリゲータ及び需要家間で DR 情報メッセージ交換のデー

タモデルと通信プロトコルを規定している[45]。具体的には、事業者のサーバと

需要家との間を XML 形式のメッセージ交換を行うことで DR 要請と応答を行う

こととなっており、特にメッセージの送信元を VTN（Virtual Top Node）、その受

信先である VEN（Virtual End Node）と呼び、通信モデル化されている。また DR

イベントを作成し、アグリゲータや需要家へ発行するためのサーバは DRAS

（Demand Response Application Server）とされ、需要家は通常この DR イベント

を各種 EMS（xEMS）を介して受信する。 

 図 1.7 にグリーン基地局における DR シーケンス例を示す。まず送配電事業者

より DR 発動の予告（DR 開始日時、DR 継続時間、抑制容量など）がアグリゲ

ータへ送信され、次にアグリゲータが抑制容量に応じて需要家を選択し、DR 要

請を行う。基地局が xEMS を介して DR 要請を受けた場合は、蓄電池の放電が行

われる（ネガワット）。蓄電池の放電による抑制容量 xEMS を介してアグリゲー

タへ通知され、アグリゲータはこれらを収集し、送配電事業者へ報告を行う。以

上が OpenADR2.0b の適用範囲の通信の流れとなっており、インセンティブの支

払いはその対象外であり、事業者間の取り決めにより支払われる。 
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図 1.7 グリーン基地局における DRシーケンス例 

 

  

図 1.8 にグリーン基地局群を活用した DR 制御の概要図を示す。DR 要請を達

成するために各局をアグリゲートすることで対応している。DR により要請され

た抑制容量を最適に達成するために、各局の節電計画を遺伝的アルゴリズム[46]

により策定する手法が研究されている[47]。 

 一方、グリーン基地局のリチウムイオン電池は、災害対策としての役割も担っ

ているため 調整力として必要な時のみに限定して、運用することが望ましい。 

具体的には、 各電力会社の管内の需要電力予測により、電力需要の逼迫を予測

して、予め DR に備えることが検討されている[48]。需要電力予測の検討の一環

として、需要電力を特定の条件の過去データを参照して予測する簡易的な手法

[49]や数式モデルに基づく予測手法[50]、ニューラルネットワークによる予測手
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法[51]などを用いて、通常時の需要電力統計分布をもとに電力需要の逼迫を判断

する異常度検出する手法が研究されている[52]。 

 

 

 

図 1.8 グリーン基地局群を活用した DR 制御の概要図 

 

 

1.5 本研究の目的と概要 

 

 グリーン基地局の電力制御研究において、目標は大きく 3 つあり、「環境貢献」、

「災害対策」、「省エネルギー」である。初めに「環境貢献」について、再生可能

エネルギーの積極的な利用により商用電力への依存を軽減して、温室効果ガス

削減に貢献する。次に「災害対策」について、停電時の電力制御の高度化により

災害時の通信の安定確保に寄与する。最後に「省エネルギー」について、電力需

要のピークを削減することで、地域の電力需給の安定化に役立つ。 

 第 2 章では、「環境貢献」に向けて、ソーラーパネルの発電電力を無駄なく利

用して、自家発電率を高めることができるパワーシフト手法を提案する。その結

果、ソーラーパネルの余剰電力の発生を考慮した余剰充電制御による発電電力

の活用法を提案し、フィールド実験において自家発電率の向上に有効であるこ
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とを明らかにする 

 第 3 章では、「環境貢献」と「災害対策」の両立に向けて検討する。第 2 章で

提案した手法では、非常時のバックアップ容量と通常時の充放電容量の比率を

固定しているため、天候により発電不足や発電余剰状態が発生することが課題

であった。さらに、災害対策の観点から、停電など非常時の電源確保のためなる

べく SOC(State of Charge)(%)を高く保つ方が望ましい。一方、余剰電力を損失す

ることなく蓄電するためには、あらかじめ SOC を十分低く保つことが必要とな

り、そのため環境貢献と災害対策が両立できない課題があった。これを解決する

ため、天気予報に連動した蓄電池の充放電制御に関する最適化手法を提案する。

その中で、ソーラーパネルの発電予測に基づくリチウムイオン電池制御を提案

し、検証した結果について述べる。 

 第 4 章では、「省エネルギー」に向けて、電力需要のピーク削減に貢献する受

電電力の平準化制御法を提案する。本制御法ではスマートメータの瞬時電力値

を活用して蓄電池のフィードバック制御を行うことで、受電電力の平準化をめ

ざしており、フィールド実験において有効性を明らかにする。 

 第 5 章では、グリーン基地局の導入拡大に向けて、整流器の出力電圧の制御

による電力制御手法を提案する。提案手法およびシステムにより、蓄電池のピー

クカット制御が可能であることを示し、複雑な制御装置を必要とせず既存の設

備を有効利用して、安価にシステムを構築できることを示す。 

 第 6 章では、本研究の総括と今後の展望について述べる。今後の展望では、更

なる「環境貢献」、「災害対策」、「省エネルギー」の達成に向けて、グリーン基地

局群の電力融通に関する研究動向や、グリーン基地局を活用したデマンドレス

ポンスの研究動向について述べる。 
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2.1  自家発電率向上に向けた検討 

 

 グリーン基地局の効果を示す有効な指標として自家発電率 F を定義する。自

家発電率とはある期間中の通信装置の消費電力量 b に占める発電量 a の活用割

合とし以下の式(2.1)で定義する。 

 

𝐹 =
𝑎

𝑏
                             (2.1) 

 

この自家発電率 F 向上に向けた検討のため、図 1.2 の構成において、図 2.1 に

示すようなソーラーパネルの発電量モデルを考える。ここで、発電量を示すデー

タは晴天時の太陽高度の時間変化や緯度の関係より正弦波で近似できることを

利用する[53]。ソーラーパネルの最大出力電力を A、日の出時刻を t=0、日の入

り時刻を t=T、夜間の発電電力を 0 とすると、ソーラーパネルの最大出力電力が

負荷電力 Q 以下の場合（𝐴 ≤ 𝑄）、昼間時刻 t に対するソーラーパネルの発電電

力は以下の式(2.2)で表せる。 

 

 𝑃1(𝑡) = 𝐴 sin (
𝜋

𝑇
𝑡)                   （2.2） 

 

図 2.1 発電量の推定モデル 
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しかし、ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q より大きい場合（𝐴 >

𝑄）、余った発電電力を蓄電池に充電しないとき、有効に利用できる発電電力は

以下の式(2.3)となる。 

 

 𝑃2(𝑡) = {
𝐴 sin (

𝜋

𝑇
𝑡) ,  (0 ≤ 𝑡 < 𝑡1 , 𝑡2 < 𝑡 ≤ 𝑇) 

𝑄,                (𝑡1 ≤ 𝑡 ≤ 𝑡2) 
         (2.3) 

 

負荷電力 Q は厳密にはトラフィックに応じて微小量変動するが、およそ一定

とみなせる。 

今、ソーラーパネルの最大出力電力 A と負荷電力 Q の比を x（=A/Q）とおき

場合分けして、有効に利用できる発電量 P(x)を計算する。 

ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q 以下の場合（𝑥 ≤ 1）、発電量 P(x)

は式(2.2)を用いて以下の式(2.4)で表せる。 

 

 𝑃(𝑥) = ∫ 𝑃1(𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0

=
2𝑇𝑄

𝜋
𝑥                (2.4） 

 

一方、ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q より大きい場合（𝑥 > 1）、

発電量 P(x)は式(2.3)を用いて以下の式(2.5)で表せる。 

 

    𝑃(𝑥) = ∫ 𝑃2(𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0

 = 2 [∫ 𝐴 sin (
𝜋

𝑇
𝑡)

𝑡1

0

𝑑𝑡 + ∫ 𝑄𝑑𝑡
𝑇 2⁄

𝑡1

]                 

=
2𝑇𝑄

𝜋
{𝑥 − √𝑥2 − 1 − sin−1 (

1

𝑥
) +

𝜋

2
}         (2.5) 

 

ここで式(2.5)の計算には、𝑡1 = (𝑇 𝜋⁄ )sin−1(𝑄 𝐴⁄ )、𝑡2 = 𝑇 − (𝑇 𝜋⁄ )sin−1(𝑄 𝐴⁄ )で

あることを用いた。 

式(2.4)、(2.5)から、ソーラーパネルの最大出力電力と負荷電力 Q の比 x と発

電量 P(x)のグラフを図 2.2 に示す。縦軸は P(x)の最大値 TQ により正規化してい

る。 

 図 2.2 から、ソーラーパネルの最大出力の増加に伴い発電量 P(x)も単調に増加

するが、発電量 P(x)の飽和してくる領域を考えて、80%から 90%の発電量を活用
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できる 1.7 倍から 3.2 倍程度のソーラーパネルの設置が現実的である。しかしな

がら、晴天時などに図 2.1 の点線部に示す余剰電力の大幅な損失も発生してお

り、大きな課題となっている。 

 

 

図 2.2 ソーラーパネルの最大出力と発電量の関係 

 

 なお、この余剰電力を有効に活用したときの自家発電率を F1 とすると、この

ときの 1 日の発電量は式(2.4)と同様にして2𝑇𝑄𝑥/𝜋となり、一方、余剰電力を損

失したときの自家発電率を F2 とすると、このときの 1 日の発電量は式(5)の通り

求まる。また、余剰電力を活用した場合も損失した場合も負荷電力 Q は一定の

ため 1 日の消費電力量は等しい。 

ここで、自家発電率向上効果を F’(x) = F1/ F2と定義すると、1 日の自家発電率

向上効果は式(2.1)を用いて、式(2.6)のように導かれる。 

 

   𝐹′(𝑥) =  
𝐹1

𝐹2
=

𝑥

𝑥 − √𝑥2 − 1 − sin−1 (
1
𝑥) +

𝜋
2

             (2.6) 

 

 試験環境を想定して、式(2.6)に x=2.25 を代入すると、𝐹’(2.25) = 1.67と計算さ

れ、天候にも依存するが、従来と比較して最大 1.67 倍の自家発電率向上効果が
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期待される。次節では、自家発電率の向上に向けてこの従来使われていなかった

余剰電力を活用するための蓄電池を用いたパワーシフト手法を提案する。 

 

2.2  パワーシフト制御 

 

 直流給電システムであるグリーン基地局に設置しているソーラーパネルに発

生する余剰電力を有効に活用するために自家発電率を向上するパワーシフト手

法の制御を提案する。 

 

2.2.1 パワーシフト手法 

 

 図 2.3 はパワーシフト手法を説明する概要図である。パワーシフト手法は負

荷電力以上のソーラーパネルの発電電力の発生を想定して、リチウムイオン電

池の SOC を事前に余剰電力を十分に充電ができる値(SOC0)に設定する。これに

よりソーラーパネルの余剰電力をリチウムイオン電池に充電し、電力需要の多

い時間帯に放電し、夜間に SOC0 まで充電することで、余剰電力を活用して電力

系統への負荷を軽減することが可能となる。 

 なお、SOC0 は余剰電力が発生する晴天のソーラーパネルの最大余剰電力量 S

を推定して、リチウムイオン電池の満充電量 FCC から最大余剰電力量 S を引い

た値となるように決定され、 式(2.2)のように発電電力が近似できるとすると式

(2.7)のように示される。 

 

𝑆𝑂𝐶0 = 1 −
𝑆

𝐹𝐶𝐶
= 1 −

1

𝐹𝐶𝐶
∫ {𝐴 sin (

𝜋

𝑇
𝑡) − 𝑄}

𝑡2

𝑡1

𝑑𝑡              

= 1 −
2

𝐹𝐶𝐶
{−

𝑇𝑄

2
+

𝑇

𝜋
√𝐴2 − 𝑄2 +

𝑇𝑄

𝜋
sin−1 (

𝑄

𝐴
)}        (2.7) 

 

ここで、A はソーラーパネルの最大出力電力、Q は負荷電力を示している。実

際のパラメータ決定法としては、実際に得られた快晴の日の発電グラフを正弦

波でフィッティングし、ソーラーパネルの最大出力電力 A と発電時間 T を求め

て、式(2.7)を用いて SOC0 を決定する。これにより、1 日の余剰電力を十分に充

電できる余地を蓄電池に残す。 



 

 25 

 

 

図 2.3 パワーシフト手法の概要 

 

 

2.2.2 余剰充電制御 

 

前項で 1 日の最大余剰電力量を推定したが、発電電力は短時間で変動するた

め、実際の余剰電力の発生に応じた余剰電力の充電制御が必要である。 

この余剰充電制御には、余剰電力の発生を検知する余剰電力の検出と、余剰電

力の損失を最小化するための充電電流の調整が求められる。 

図 2.4 は余剰電力の発生状況を示している。同図は余剰電力発生時間における

通信装置への供給電圧の変動を測定した実験結果である。ソーラーパネルが、負

荷電力と充電電力の和以上に発電するとき整流器から通信装置に電力が供給さ

れないため、直流のバス電圧はソーラーパネルのコンバータの出力電圧となる。

この変動を検知することで余剰電力の発生が検出できる。なお、9 時頃に発生し

ているソーラーパネル出力のピークは試験環境の室温が高く熱交換器が一時的

に作動したためであり負荷電力の変動ではない。 

次に余剰電力の損失を最小化するための充電電流の調整方法について述べる。 
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図 2.5 は充電時のリチウムイオン電池への電力供給源を説明している。リチウ

ムイオン電池の充電電流の内、斜線部分は商用電力から充電しており、白色部分

はソーラーパネルから充電している。同図より、充電電流が発電電力に対して大

きすぎると、不足分を補うために整流器から余分な商用電力を使用することと

なり自家発電率の低下を招くこととなる。一方、充電電流が発電電力に対して小

さすぎると、ソーラーパネルの発電電力を最大限活かすことができず余剰電力

を損失する。以上から発電電力に合わせて充電電流を調整する必要があり、具体

的には発電電力と負荷電力の差分を充電することが理想である。 

しかしながら、発電電力の推定方法には日射量予測データを用いる方法があ

るが[54]、実際には部分影の発生など局地的な日射量の変動が有り、正確な推定

は難しい。また、負荷電力もトラフィックに応じて若干変動があるため推定する

ことは困難である。 

上記の課題を解決するために、山登り法のような局所探索法を用いて充電電

流を微少量変化させることにより、充電電流を調整する方法を提案する。 

 

 

 

図 2.4 余剰電力発生時間におけるバス電圧の変動 



 

 27 

 

図 2.5 充電時のリチウムイオン電池への電力供給源 

 

 

 

 

図 2.6 山登り法による充電電流の調整方法 
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図 2.6 に山登り法による充電電流の調整方法の概要図を示す。余剰電力発生時

に、バス電圧が整流器の出力電圧(例:51V)からソーラーパネルのコンバータの出

力電圧(例:53V)になることを利用して、バス電圧の閾値(例:52V)を設けて、閾値

を超えるときには、蓄電池の充電電流を微少量(例:0.1A)増加させて余剰電力を充

電する。やがて負荷電力と充電電力の和がソーラーパネルの発電電力を超え、余

剰電力が発生しなくなると、整流器から出力されるため、バス電圧が閾値を下回

る。このようにして閾値を下回るときには、充電による余分な商用電力使用量を

最小化するために、充電電流を微少量減少させる。これを一定の処理周期で繰り

返すことで、発電電力と負荷電力の差分に追従するように充電させることがで

きる。 

 

2.2.3 制御フロー 

 

図 2.7 はパワーシフト制御の運用に必要な制御フローチャートの概略である。

通常時、本制御はタイマー制御により大きく①PV 充電処理（PV charge mode）、

②強制放電処理（Discharge mode）、③回帰処理（Charge mode）の 3 つの処理に

大別される。①PV 充電処理は電力需要の多い時間帯（例:7:00-23:00）の内余剰

電力が期待される時間帯（例:7:00-15:00）に行われ、余剰充電制御が実施される。

次に②強制放電処理は電力需要の多い時間帯におけるソーラーパネルの余剰電

力が期待されない時間帯（例:15:00-23:00）に行われ、基地局のバックアップ電源

確保のために決定される SOClim を下限値として負荷電力を賄うように放電が実

施される。最後に③回帰処理は、上記以外の夜間の時間帯に行われ、SOC0 まで

充電が実施される。一方停電時には、負荷電力を賄うように緊急時の放電を優先

し、復電後に SOClim よりわずかに小さく設けられる SOCrec を下回る場合には、

災害対策の観点から SOClim まで回復充電を行うことを優先し（Recovery charge 

mode）、SOClim到達後は待機状態に移行した後（Wait mode）、タイマー制御によ

り再び 3 つの処理に大別される。 
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図 2.7 制御フローチャート 

 

 

表 2.1 に実証試験に用いたパワーシフト制御の制御パラメータの一部を示す。 

特に No.7 から No.12 は余剰充電制御のためのパラメータである。実証試験では

まず余剰充電制御を確認し、次にパワーシフト手法の評価を実施した。 
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表 2.1 制御パラメータ 
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2.3  実証試験 

 

図 1.2 をもとにした、本試験で用いた実証装置の仕様を表 2.2 に示す。容量

13.5kWh のリチウムイオン電池と定格出力 1.4kW のソーラーパネルを備えるグ

リーン基地局を用いて、パワーシフト手法の実証試験を実施した。フィールド試

験局の負荷は 510W 程度である。 

 

 

表 2.2 主要諸元 

 

 

 

2.3.1 余剰充電手法の試験結果 

 

 図 2.8 はある晴れた日の余剰充電制御の試験結果である。制御には、パラメー

タとして表 2.１に示す No.7 から No.12 の設定値を使用した。ソーラーパネルが

負荷電力以上に発電する時間帯において、リチウムイオン電池が充電しており、

余剰電力を有効に充電していることがわかる。また、発電電力の変化に追従し充

電していることが確認できた。 
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図 2.8 余剰充電制御の試験結果 

 

 

2.3.2 パワーシフト手法の試験結果 

 

パラメータとして表 2.1 に示す No.1 から No.12 の設定値を使用し、長期試験

を実施した。試験期間中の天候割合は晴：15 日、曇：10 日、雨：4 日であり、

天候に応じた発電量が確認できた。No.4 の SOC0 の決定方法であるが、余剰充電

制御により得られた発電量の実験結果を式(2.2)で最小二乗法によりフィッティ

ングして、ソーラーパネルの最大出力電力 A と発電時間 T を求めた。図 2.9 に

フィッティング結果を示す。フィッティングの結果 A=1.15kW、T=10h と求まり、

式(2.7)に代入した結果 SOC0=77%と設定値が導かれた。 

図 2.10 から図 2.12 は、長期試験で測定した天候別の実験結果である。図 2.10

によると、晴れの日では日中の連続的な負荷電力以上の発電電力を確認し、曇り

の日では日中の断続的な負荷電力以上の発電電力を確認し、雨の日では負荷電

力以上の発電電力は発生しなかった。図 2.11 に示すように、晴れた日ではパワ

ーシフト制御により電力需要の多い時間帯の商用電力の使用を抑えて運用でき



 

 33 

ていることを確認できた。また、図 2.12 によると、余剰充電制御により、晴れ

た日で最大 15.6%の SOC の増加を確認できた。式(2.7)で推定した結果と比較し

て、71.3%の増加にとどまったが、これは電源回路の変換効率によるもので、図

1.2 に示すように、ソーラーパネルの発電電力の充電は、太陽光発電変換回路と

充放電回路を介して行われる。実験結果の 71.3%の増加からそれぞれの電源回路

の変換効率は平均して 84.4%と求められ、入出力電圧などにより変換効率が変化

することを考えると、想定の範囲内である。また、曇りの日では、PV 充電処理

において日射量の減少により発電電力が負荷電力を下回る時間帯では SOC は一

定となり、再び発電電力が負荷電力を上回るようになると、SOC が増加するこ

とを確認した。このことから余剰充電制御が余剰電力を有効に充電しているこ

とがわかる。 

 

 

 

図 2.9 発電量モデルに基づくフィッティング結果 
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図 2.10 ソーラーパネルの出力特性 

 

図 2.11 電力使用量の推移 
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図 2.12 リチウムイオン電池の SOCの推移 

 

 

29 日間の長期試験の結果、さまざまな天候条件において、期待していた動作

を確認できた。試験期間中に測定した総発電量は 117.5kWh、通信装置の消費電

力量は 357.0kWh、余剰充電量は 37.89kWh であり、これらの実験結果を式(2.1)

に代入して、余剰電力を有効に活用したときの自家発電率 F1=32.9%、余剰電力

を損失したときの自家発電率 F2=22.3%とそれぞれ求め、F1、F2 を式(2.6)に代入

した結果、試験期間中の自家発電率向上効果は F’=1.48 と求まった。 

パワーシフト制御を行うことで、従来に比べ自家発電率は 1.48 倍に改善され、

自家発電率向上のためのパワーシフト制御の有効性を検証した。  
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2.4  本章のまとめ 

 

無線基地局の環境負荷低減動作の実現に向けて電力の自家発電率を高めるパ

ワーシフト手法を提案し、実際の無線基地局の構成において実証試験を行った。

実証試験によって、提案方式である余剰充電制御を利用したパワーシフト制御

が問題なく動作し、従来に比べて 1.48 倍の自家発電率の向上を確認した。 
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天気予報連動の制御法 
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3.1  余剰電力の活用と自家発電率向上効果 

 

 図 1.2 の構成において、ある期間中の通信装置の消費電力量に占める発電量の

活用割合としてグリーン基地局の動作時の自家発電率 F を定義する。 

リチウムイオン電池の満充電容量を FCC として、ある 1 日のソーラーパネル

の最大出力電力を A、発電電力を P(t)、余剰電力量を S、日の出時刻を t=0、日の

入り時刻を t=T、夜間の発電電力を 0、日の出時刻の SOC を SOC0(%)とすると、

ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q 以下の場合（𝐴 ≤ 𝑄）、有効に活用

できる発電量 P1 は以下の式(3.1)で表せる。 

 

 𝑃1 = ∫ 𝑃(𝑡)
𝑇

0

𝑑𝑡                （3.1） 

 

 負荷電力 Q は厳密にはトラヒックに応じて微小量変動するが、およそ一定と

みなせる。 

 

 

図 3.1 太陽光発電の余剰電力の損失 
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 しかし、ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q より大きい場合（𝐴 >

𝑄）、図 3.1 のように、あらかじめ定める SOC0の値によっては余剰電力を十分に

充電できないときがある。 

このとき、有効に活用できる発電量 P2 は、満充電になる時間 t1、満充電以降

発電電力が負荷電力を下回る時間 t2 を用いて以下の式(3.2) で表せる。 

 

 𝑃2 = ∫ 𝑃(𝑡)
𝑡1

0

𝑑𝑡 + ∫ 𝑄 𝑑𝑡
𝑡2

𝑡1

+ ∫ 𝑃(𝑡) 𝑑𝑡
𝑇

𝑡2

           （3.2） 

 

一方、ソーラーパネルの最大出力電力が負荷電力 Q より大きい場合（𝐴 > 𝑄）

であり、余剰電力が十分に充電できるとき、有効に活用できる発電量 P3 は以下

の式(3.3)で表せる。 

 

 𝑃3 = ∫ 𝑃(𝑡)
𝑇

0

𝑑𝑡                （3.3） 

 

このとき、N 日間の自家発電率 F は式(3.4)で表せる。 

 

 𝐹 = ∑ ∫
𝑃(𝑡)

𝑄
 𝑑𝑡 =

1

𝑁
[∑ ∫

𝑃1𝑙

𝑄
 𝑑𝑡

𝑙

+ ∑ ∫
𝑃2𝑚

𝑄
 𝑑𝑡

𝑚

+ ∑ ∫
𝑃3𝑛

𝑄
 𝑑𝑡 

𝑛

] (3.4） 

 

ここで、l は 𝐴 ≤ 𝑄 を満たす日数、m は 𝐴 > 𝑄、𝑆𝑂𝐶0 > 100 × (1 − 𝑆 𝐹𝐶𝐶⁄ ) 

を満たす日数、n は𝐴 > 𝑄、𝑆𝑂𝐶0 ≤ 100 × (1 − 𝑆 𝐹𝐶𝐶⁄ ) を満たす日数であり、𝑁 =

𝑙 + 𝑚 + 𝑛 が成り立つものとする。 

自家発電率の年間シミュレーションのためには、基地局近傍の過去の日射量

データから発電量を求め、式(3.4)から自家発電率を導出する必要がある。 
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図 3.2 は気象庁から発表される群馬県前橋市の 1 時間ごとの全天日射量デー

タから、下記(1)-(3)の手順で発電量を算出して[55]、2013 年の年間自家発電率を

導出したシミュレーション結果である。 

 

 

（１） 全天日射量を直達日射量と散乱日射量に分離(Erbs モデル使用[56]) 

 

（２） 分離した値から斜面日射量を計算(Perez モデル使用[57]) 

 

（３） 発電量(kWh)＝斜面日射量(kWh/m2)×ソーラーパネルの定格出力(kW) 

×システム出力係数÷標準日射強度(kW/m2) 

 

 このとき、手順(3)のシステム出力係数は 0.85、標準日射強度は 1 とする。ソ

ーラーパネルの定格出力や満充電容量は経年劣化はなく一定として、充放電レ

ートについて余剰発電分は十分に充電でき、負荷電力分は十分に放電できるも

のとする。また、横軸の SOC0 は負荷電力を 6 時間賄えるバックアップ容量とす

る。 

同図によると、ソーラーパネルの定格出力が負荷電力と同じときには、余剰電

力が発生しないため、SOC0 の値によって自家発電率は変わらない。一方、ソー

ラーパネルの定格出力が負荷電力に対して 5倍のときには、例えば、SOC0 = 100 % 

のときに F = 37.7 % に対して、SOC0 = 12.5 % のときに F = 69.8 % のように、

1.85 倍に自家発電率が向上する。このように SOC0 が小さい程自家発電率は大き

くなる傾向にある。しかし、災害対策の観点からは、前述の通り、停電など非常

時の電源確保のためなるべく SOC を高く保つ方が望ましく、両立に向けた最適

化が必要となる。 
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図 3.2 自家発電率のシミュレーション結果 

 

 

3.2  天気予報連動制御 

 

 天気予報連動制御は通常時の制御と停電時の制御の 2 つを備えており、この 2

つの制御を用いて、環境貢献と災害対策を両立する手法を検討した。 

 

3.2.1 制御概要 

 

図 3.3 は通常時の制御を説明する概要図である。同図によると、前日の天気予

報をもとに、明け方に放電を開始する。その後日中に余剰電力が発生した際には

充電し、日没後に所定の SOC まで放電する。このように、天気予報情報からソ

ーラーパネルの余剰電力量を推定して、事前に余剰電力分を充電できる容量を

確保することにより、従来損失していたソーラーパネルの発電電力を有効に活

用することをめざす。 
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次に図 3.4 は停電時の制御を説明する概要図である。同図は満充電状態から停

電を仮定したときのバックアップ効果について示している。従来では、停電時に

ソーラーパネルの発電電力を通信装置に優先供給していたが、余剰電力を活用

できていなかった。一方、本制御では、晴れの日の日中にはソーラーパネルの発

電電力を通信装置に供給しつつ、余剰電力を充電することでサービス時間の延

長をめざす。 

 

 

 

 

図 3.3 通常時の制御概要 
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図 3.4 停電時の制御概要 

 

 

図 3.5 天気予報連動制御概要 
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この 2 つの制御により、図 3.5 に示すように、晴れが予報され SOC を下げた

ときに停電が発生した場合でも、通常時と同様にソーラーパネルの発電電力を

最大限活用することで、高いバックアップ効果が期待でき、リチウムイオン電池

のバックアップ時間の低さを補えるとともに、自立運転時間を延ばせることを

提案する。 

 

3.2.2 制御アルゴリズム 

 

図 3.6 を用いて、通常時の制御の手法について述べる。本制御では、過去デー

タをもとにパラメータを決定し、前日の天気予報情報をもとに当日の動作モー

ドを決定する。雨の日、晴れの日、曇りの日の SOC はそれぞれ SOCR、SOCS、

SOCC とする。 

SOCR は停電時の通信確保のために必要なバックアップ分として決定され、

SOCSは過去 1 カ月間で発生した最大の余剰電力量 S’が充電できるように決定さ

れ、SOCC は SOCS と SOCR の平均値から決定される。次に、余剰発電開始時刻

T’は過去 1 カ月間の余剰発電開始時刻の実績から最も早い時刻に決定される。

最後に、放電開始時刻 t は電池の満充電容量と負荷電力を用いて余剰発電開始時

刻 T’に所定の SOC となるように決定される。 

余剰発電開始時刻 T’以降はソーラーパネルの余剰電力を充電するように動作

する。余剰電力が発生しない日没など夕方以降に設定される夕方放電開始時刻

に到達すると、SOCR（バックアップ分）になるように電池は放電を開始し、SOCR

到達後は待機状態となる。 

次に図 3.7 を用いて、停電時の制御の手法について述べる。同図の横軸は制御

中の時間経過を示しており、縦軸はバス電圧と充電電流の変化を説明している。 

余剰電力発生時に、バス電圧がソーラーパネルのコンバータの出力電圧

(例:53V)になることを利用して、バス電圧の閾値(例:52V)を設けて、閾値を超え

るときには、蓄電池の充電電流を微少量(例:0.1A)増加させて余剰電力を充電する。

やがて部分影など発電電力が低下してバス電圧が停電検出の閾値(例:46V)を下

回るときには、図 1.2 の瞬停停電の切替回路により検出し、蓄電池が放電する。

このときバス電圧は蓄電池の放電電圧となる。これを一定の処理周期で繰り返

すことで、余剰電力を停電時にも充電する。 
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表 3.1 に実証試験に用いた天気予報連動制御の制御パラメータの一部を示す。 

 

 

 

 

図 3.6 通常時の制御フローチャート 
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図 3.7 停電時の余剰電力の充電 
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表 3.1 制御パラメータ 
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3.3  実証試験 

 

本試験で用いた実証装置の仕様を表 3.2 に示す。定格出力 1.4kW のソーラー

パネルを備えるグリーン基地局を用いて、天気予報連動制御の実証試験を実施

した。フィールド試験局の負荷電力は約 0.5kW 程度である。 

 

表 3.2 主要諸元 

 

 

 

3.3.1 通常時の制御の試験結果 

 

今回、電池容量 3.75kWh のリチウムイオン電池を用いて 2015 年 12 月 4 日か

ら 2016 年 1 月 3 日にかけて長期試験を実施した。試験期間中の天候割合は晴：

13 日、曇：11 日、雨：7 日であった。 

図 3.8 から図 3.9 は、長期試験で測定した天候別の実験結果であり、図 3.8 は

SOC の推移グラフ、図 3.9 は発電電力の推移グラフを示している。図 3.8 による

と、明け方の放電による SOC 減少の様子から、所定の 3 パターンのモード（晴、

曇、雨）に応じた制御ができていることが分かる。また、図 3.9 によると、晴れ

の日では日中の連続的な負荷電力以上の発電電力を確認でき、余剰電力を有効

に活用できていることがわかる。また、曇りの日では日中の断続的な負荷電力以
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上の発電電力を確認し、雨の日では負荷電力以上の発電電力は発生しなかった。 

 試験結果から、期間中の自家発電率として 40.4%を確認した。この値は余剰電

力を十分に充電できるように SOC0を 12.5%に固定して同条件で試験を実施した

ときに、式(3.4)から導かれる試験期間中の自家発電率の推定値 42.5%と比較して

小さいが、これは図 3.8 の晴れの日や曇りの日のグラフが示すように、想定以上

の余剰電力量により夕方放電開始時刻前に満充電状態に達した日があり、一部

の余剰電力を活用できなかったためと考える。 

 

 

 

図 3.8 リチウムイオン電池の SOCの推移 
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図 3.9 ソーラーパネルの出力特性 

 

また、従来のように、SOC0 を負荷電力を 6 時間賄えるバックアップ容量に相

当する 80%に固定して同条件で試験を実施したときに、式(3.4)から導かれる試

験期間中の自家発電率の推定値 31.4%と比べて、試験結果から 1.29 倍の自家発

電率の向上効果を確認した。さらに、余剰電力を十分に活用できたときの推定値

42.5%と比べると最大で 1.35 倍の自家発電率の向上効果が期待できると考える。 

 

3.3.2 停電時の制御の試験結果 

 

次に、停電時の制御実施例として電池容量 13.5kWh のリチウムイオン電池を

用いて、無線基地局の整流器の電源をオフにすることで停電状態を再現し試験

を行った。 

図 3.10 に試験結果を示す。グラフはそれぞれ停電発生からのソーラーパネル

の発電電力とリチウムイオン電池の SOC の推移である。停電時にもリチウムイ

オン電池への充電が確認され、余剰電力が有効に活用されたことが分かる。 

試験結果から、停電時に余剰電力を充電できない従来の制御と比較して、自立
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運転時間が約 1.34 倍になった。さらに、日中に蓄えた電力に応じて日没後もリ

チウムイオン電池からの電力供給により一定時間の無線基地局の運転を確認し

た。 

 

 

図 3.10 停電時の試験結果 

 

 

3.4  本章のまとめ 

 

 基地局の自家発電率の向上と災害対策の両立に向けて、天気予報の情報を基

にしてリチウムイオン電池を制御する天気予報連動制御を提案し、実際の無線

基地局の構成において実証試験を行った。実証試験によって、天候別に問題なく

動作し、従来に比べて 1.29 倍の自家発電率の向上を確認した。また、停電時に

もソーラーパネルとの連携動作により、従来に比べて約 1.34 倍の自立運転時間

を確認した。 
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第 4章 

受電電力平準化の制御法 
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4.1  基地局のデマンド値と蓄電池制御 

 

図 4.1 に基地局の電力需要の一例を示す。電力負荷が安定している通信装置が

ある一方、空調などの負荷は気温や天候などで変動している。この場合、負荷の

ピークに備えて電力設備を構築する必要があり、余剰の設備投資が発生するこ

とや、契約電力が上がり電気料金が高くなるなどの課題があり、受電電力の平準

化が求められている。また、受電電力平準化により、電力需要の急激な増減に伴

う電力安定供給上のリスクを軽減し、電力系統の安定化にも寄与することがで

き、その技術は有望である。 

 

 

図 4.1 基地局の電力需要の一例 
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蓄電池を備える太陽光発電システムにおいて効果的に受電電力の平準化を行

う手法として、発電量と負荷の変動を予測することで、受電電力を平準化するよ

うに、蓄電池の充放電計画を作成する方法が報告されている[58]。本章ではスマ

ートメータの瞬時電力値を活用した蓄電池のフィードバック制御により、発電

量や負荷の予測精度に依存しない受電電力の平準化手法について提案する。グ

リーン基地局に設置の大容量リチウムイオン電池を活かして、災害時のバック

アップ容量を確保した上で、残りのリチウムイオン電池の容量を最適に平時に

活用することで、電力需要のピーク削減を実現する受電電力の平準化制御法を

提案して、群馬県に構築したフィールド試験局で検証した試験結果について述

べる。 

図 4.2 にグリーン基地局の電源制御部である xEMS とスマートメータとの接

続構成、図 4.3 に xEMS の写真を示す。xEMS は充放電量を指令するとともに、

スマートメータと B ルート接続[26]することで瞬時電力値を取得する役割を担

っている。この毎分取得するスマートメータの瞬時電力値をもとに、A ルート情

報[59]である電気料金計算で用いられる 30 分間の平均受電電力（以下、「デマン

ド値」と呼ぶ）のピークを抑制するような充放電制御を検討する。 

 

 

 

図 4.2 グリーン基地局の xEMSとスマートメータとの接続構成 
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図 4.3 xEMSの設置の様子 

 

 

 図 4.4、図 4.5 は蓄電池の充放電によるデマンド値の変化を示している。同図

はソーラーパネルを備えていない従来の基地局で測定した実験結果である。 

 ここでベースラインとは制御を行わなかった場合に想定されるデマンド値で

あり、一般的に用いられる High 4 of 5 と呼ばれる下記の①～③の手順の計算方

法を使用して、導出している[60]。 

 

① 制御実施日を含まない直近 5 日間のうち、実施時間帯の平均需要量の多い 4

日間のデマンド値の平均値を算出する。 

 

② 制御実施の 4 時間前から 1 時間前までの 6 個のデマンド値の平均値を算出す

る。 

 

③ ①で算出された各デマンド値に対して、②で算出された値を加算した値を、

ベースラインとする。 

 

 図 4.4 は 15:00 まで待機状態として、15:00 から 18:00 にかけて放電を実施し、
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18:00 に待機状態に戻したときのグラフである。放電時間帯において、ベースラ

インに比べてデマンド値は小さくなり、その差分の平均値は 3.64 kW であった。

一方、このときの蓄電池の放電は一定で約 3.6 kW であり、蓄電池の放電電力に

応じた抑制効果を確認することができた。 

 

図 4.4 蓄電池の放電とデマンド値 

 

図 4.5 蓄電池の充電とデマンド値 
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図 4.5 は 12:00 まで待機状態として、12:00 から 15:00 にかけて充電を実施し、

15:00 に待機状態に戻したときのグラフである。充電時間帯において、ベースラ

インに比べてデマンド値は大きくなり、その差分の平均値は 1.39 kW であった。

一方、このときの蓄電池の充電は一定で約 1.38 kW であり、蓄電池の充電電力に

応じた増大効果を確認することができた。 

次章では、グリーン基地局を想定して、蓄電池の充放電により、デマンド値を

抑制する平準化制御法を提案する。 

 

4.2  平準化制御法 

 

グリーン基地局の受電電力の変動の要因は主に空調機の消費電力と太陽光発

電の出力にあり、これらは気温や天候に大きく依存し不安定であるため、受電電

力の正確な予測は困難である[61][62]。そのため、スマートメータから取得する

瞬時電力値を活用して、蓄電池のフィードバック制御を行うことで、デマンド値

を平滑化する手法を検討する。 

 

4.2.1 制御理論 

 

図 4.6 に平準化制御法の概要を示す。充放電制御がないときに想定されるスマ

ートメータから取得する瞬時電力値 P が閾値 Pth を上回る場合には超えた分を

蓄電池から放電し、下回る場合には足りない分を蓄電池に充電させる。x を充放

電量（放電：正、充電：負）として、時刻 t のときの蓄電池の計画充放電量 x’(t)

を式(4.1)の通り定める。 

 

𝑥′(𝑡) = 𝑥(𝑡 − 1) + 𝑃(𝑡) − 𝑃𝑡ℎ               (4.1) 
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図 4.6 平準化制御法の概要 

 

基地局において蓄電池のバックアップ容量の確保は停電などの災害対策の観

点から重要であるため、放電可能な SOC 範囲として、下限値 SOClow を定める。

また、電池保護の観点から過充電とならないように同じく充電可能な SOC 範囲

として、上限値 SOChigh を定める。充電可能 SOC 及び放電可能 SOC を満たす範

囲で充放電するとき、計画充放電量 x’(t)と等しくなるように充放電量 x(t)を定め

る。 

 また、理想的な環境において、受電電力 d は無線機の消費電力 q と太陽光発

電装置の発電量 Pg 及び蓄電池の充放電量 x を用いて式(4.2)で表すことができ、

一方、時刻 t のときの瞬時電力値 P(t)と前回充放電量 x(t-1)を用いて、式(4.1)か

ら計画充放電量 x’(t)を導き、その後に充放電量 x(t)を定めることから、時刻 t に

スマートメータから瞬時電力値 P(t)を取得した瞬間の充放電量は前回充放電量

x(t-1)であり、時刻 t の無線機の消費電力 q(t)と太陽光発電装置の発電量 Pg(t)を

用いて、瞬時電力値 P(t)は式(4.3)で表すことができる。 

 

𝑑(𝑡) = 𝑞(𝑡) − 𝑥(𝑡) − 𝑃𝑔(𝑡)           (4.2) 
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𝑃(𝑡) = 𝑞(𝑡) − 𝑥(𝑡 − 1) − 𝑃𝑔(𝑡)           (4.3) 

 

式(1)～式(3)から、充電可能 SOC 及び放電可能 SOC を満たす範囲で充放電す

るとき、すなわち、x(t)=x’(t)が成り立つときには、式(4)が導かれ、受電電力 d は

閾値 Pth と等しくなることがわかる。これは閾値 Pth が受電電力の目標値として

扱えることを示している。表 4.1 に制御の推移の一例を示す。 

 

𝑑(𝑡) = 𝑃𝑡ℎ           (4.4) 

 

 

表 4.1 提案制御による計算例 

 

 

4.2.2 制御アルゴリズム 

 

図 4.7 を用いて、制御の手法について述べる。毎分取得する蓄電池の SOC と

瞬時電力値 P の情報をもとに毎分、充放電量 x を決定する。 

計画充放電量 x’は式(4.1)から導かれ、計画充放電量 x’が正の場合で、且つ SOC

が SOClow より大きい場合には、放電可能と判断して、充放電量 x を計画充放電

量 x’に設定する。一方、計画充放電量 x’が正の場合でも、SOC が SOClowより小

さい場合には、放電不可と判断して、待機状態に設定する。 

また、計画充放電量 x’が負の場合で、且つ SOC が SOChigh より小さい場合に

は、充電可能と判断して、充放電量 x を計画充放電量 x’に設定する。一方、計画

Time 

t(s) 

Threshold 

Pth(W) 

power 

consumption q(W) 

PV power 

Pg(W) 

charge / discharge  

 x(W) 

instantaneous 

power P (W) 

electricity consumption 

d(W) 

0 2 9 6 1 3 2 

1 2 10 6 2 3 2 

2 2 9 6 1 1 2 

3 2 10 6 2 3 2 

4 2 9 6 1 1 2 

5 2 11 6 3 4 2 
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充放電量 x’が負の場合でも、SOC が SOChighより大きい場合には、充電不可と判

断して、待機状態に設定する。 

 

 

図 4.7 制御フローチャート 

 

表 4.2 に実証試験に用いた平準化制御法のパラメータの一部を示す。閾値 Pth

について、小さな値に設定することは電力需要のピーク削減及び契約電力を抑

えることによる電気料金削減の観点で望ましいが、制御を行わないときの通常

時の基地局の平均受電電力に比べて低く設定してしまうと蓄電池が放電し続け

枯渇する、もしくは必要とするバックアップ容量を下回る可能性があるため、基

地局の平均受電電力に設定することが望ましい。今回は過去データをもとに平

均受電電力 1750 W を測定し、閾値 Pth とした。また、スマートメータから最短

で 1 分間隔で瞬時電力値を取得できることから、制御周期を 1 分間隔とした。 
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表 4.2 制御パラメータ 

 

 

 

4.3  実証試験 

 

本試験で用いた実証装置の仕様を表 4.3 に示す。容量 13.5kWh のリチウムイ

オン電池と定格出力 1.4kW のソーラーパネルを備えるグリーン基地局を用いて、

平準化制御法の実証試験を実施した。フィールド試験局の負荷電力は約 0.5kW

程度である。 

 

表 4.3 主要諸元 
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図 4.8 から図 4.10 はある 3 日間の試験結果であり、図 4.8 は瞬時電力値、デマ

ンド値、充放電量のグラフを示している。同図から日中は充電され、夜間に放電

されていることがわかる。これはソーラーパネルの発電により、日中の電力需要

が夜間と比較して削減されたためである。 

 図 4.9 は制御の有無の比較を示しており、蓄電池の充放電制御により、デマン

ド値が平準化されていることがわかる。二日目の試験結果によると、デマンド値

の変動幅は約 173W であり、充放電制御がないときの想定される変動幅である

約 1016W と比べて、一日のデマンド値の変動幅を約 17%まで抑制できることを

確認した。 

 

 

図 4.8 蓄電池制御結果 
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図 4.9 平準化効果 

 

図 4.10 はソーラーパネルの出力特性を示している。蓄電池の充放電制御によ

り、フィールド試験局の負荷電力以上の発電を確認した。これは従来、有効に無

線機に供給できずに熱として損失していたはずの余剰発電分を蓄電池に充電し

たことを示しており、充放電制御がないときに比べて、再生可能エネルギーの利

用効率を向上することができた。 

 図 4.11 に閾値 Pth を 1750W から 1850W に変更して実施した 4 日間の試験結

果を示す。蓄電池の SOC のグラフから、充電可能 SOC 及び放電可能 SOC を満

たす範囲で運用できていることがわかる。また、発電量のグラフから、日々の発

電を確認できており、有効に発電電力を活用しつつ制御が行われていることが

わかる。図 4.8 に示す期間中のデマンド値の平均値が約 1736W であったのに対

して、図 4.11 に示すデマンド値の平均値は約 1852W であった。いずれの平均値

も閾値に対して誤差 1%以内の精度を確認した。 
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図 4.10 ソーラーパネルの出力特性 

 

 

 

図 4.11 発電状況と SOCの推移 
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4.3  本章のまとめ 

 

本章では、電力需要のピーク削減及び契約電力を抑えることによる基地局の

電力コスト削減に向けて、スマートメータの情報をもとにしてリチウムイオン

電池を制御する平準化制御法を提案し、グリーン基地局試験局において実証試

験を行った。提案手法により一日のデマンド値の変動幅を最大約 17%まで抑制

できることを確認して、契約電力を抑えることによる電気料金削減に有効な手

段であることを示した。 
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5.1  基地局の電源システム 

 

 基地局の電源システムは、48V 系の直流電源が利用されている。これは、商

用電力の交流電源から整流器が直流に変換して、負荷に直流電力を供給してい

る。基地局の負荷装置は、40.5V～57V の範囲で電力が供給されるように設計さ

れている。 

現状では、図 5.1 に示すように、バックアップ用の蓄電池が電源と負荷の間に

並列に接続されている。この接続形態は、フロート充電であり、蓄電池は常に満

充電状態に保持され、停電時にバックアップとして蓄電池から負荷に電力を供

給できるようになっている。 

しかし、この接続形態では、電力需要のピーク時に蓄電池から電力を供給する

ことや、図 5.2 に示すように太陽光発電を導入した場合、発電電力が余剰状態に

あるときに、蓄電池に蓄電すること等の制御が不可能である。このような制御を

可能にするためには、充放電を制御するための装置が必要となり、具体的には、

充電するスイッチ、放電するスイッチの制御を、状況に応じて任意に柔軟に切り

替えられる必要がある。 

本章では、簡易な制御手段で蓄電池のピークカット制御を実現できる構成を

検討する。 

 

 

 

図 5.1 基地局の電力システム 
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図 5.2 太陽光発電を備えた基地局 

 

 

5.2  整流器電圧制御による蓄電池の充放電 

 

蓄電池の充放電制御は電圧調整により実施されるものである。具体的には、充

電する際にはバス電圧を充電制御装置で蓄電池電圧以上に昇圧し、蓄電池に電

力を供給する。一方、放電する場合は、蓄電池電圧を放電制御装置でバス電圧以

上に昇圧し、バスライン（無線機）に電力を供給する。 

一方、蓄電池電圧に対して整流器出力電圧に起因する適切なバス電圧を印加

し、充電時にはバス電圧を電池電圧以上に、放電時にはバス電圧を蓄電池電圧以

下に調整することで充放電制御を行うことが可能である。本方式の充放電手法

を図 5.3 に示す。 

バス電圧を調整するにあたり、既存整流器が有する機能を活用する。整流器に

は、交流を直流に変換後、基地局の許容電圧に適した電力を出力する必要がある

ため、DC/DC コンバータが搭載されている。既存整流器では出力電圧は固定さ

れているが、出力電圧を可変にすることで電力制御装置の代替として活用でき

る[63]。 

なお、出力電圧の調整には既存整流器のハードウェア変更ではなく、ソフトウ
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ェアアップデートで実現できるため、新たなハードウェアを必要とせずに導入

コストを低く抑えることができる。 

図 5.2 のように太陽光発電装置を備える場合は、太陽光発電装置の出力電圧を

整流器電圧や蓄電池電圧に比べ高めに設定することで、太陽光発電を優先的に

無線機に供給することが可能である。 

 

 

 

図 5.3 整流器電圧制御による蓄電池の充放電 

 

 

5.3  蓄電池のピークカット制御 

 

ピークカットにより最大消費電力を抑えることで、契約電力を抑制して電気

料金削減を可能とする。図 5.4 は基地局全体の消費電力の長期測定結果である。

通常は空調系負荷の変動によりピークが発生しているが、長期測定の結果、復電

時の蓄電池の充電により発生するピークの方が大きく、基地局の電力変動は、復

電時の蓄電池充電が支配的であることがわかった。基地局のピークカットには

最大消費電力発生の要因である復電時の蓄電池充電量を抑制するような蓄電池

制御方式が求められる。 

蓄電池電圧は充電率によって異なる。そのため、フロート電池のように充放電

制御装置を介さず、電力バスに接続されている電池の場合、電池電圧の変動（低
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下）によって大きな蓄電池充電電流が流れる。充電量を一定にするためには、図

5.5 のように整流器電圧を蓄電池の充電率に応じて変更する必要がある。整流器

電圧はオームの法則より式(5.1)で表すことができる。 

 

        OCVRPV                         (5.1) 

 

ここで、V は整流器電圧、P は充電量、R は抵抗（配線抵抗と電池の内部抵抗

の和）、OCV は蓄電池電圧（開回路電圧）である。 

 

 

 

図 5.4 基地局全体の消費電力の長期測定結果 

 

 

 

 



 

 72 

 

図 5.5 整流器電圧の蓄電池の充電率に応じた変更 

 

 

また、蓄電池電圧と SOC の関係は、式(5.2)のように関数近似されることが知

られている[64]。 

 

)1ln()ln( 43

2
1

0

SOCKSOCK

SOCK
SOC

K
KOCV




             (5.2) 

 

ここで、K0～K4 は係数パラメータであり、例えば最小二乗推定法などを用い

て図面データから推定できる。 

式(5.1)と式(5.2)を用いることで、蓄電池の SOC 情報から充電量を一定にする

整流器電圧を求めることが可能になるため、これを用いて、図 5.1 の構成で、ピ

ークカット制御の検証を行った。 
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図 5.6 ピークカット制御結果（上側：制御無、下側：制御有） 



 

 74 

試験結果を図 5.6 に示す。このとき、負荷 1.5kW、リチウムイオン電池（容量

10kWh）を用いた。整流器、負荷、リチウムイオン電池は電力バスに直結されて

おり、一定時間、整流器の電源をオフにすることで、停電状態を再現し、リチウ

ムイオン電池の充電率を低下させた後に、整流器をオンにすることで復電状態

を再現する。図 5.6 によるとピークカット制御がない場合、復電初期に蓄電池充

電による大電流が発生する。一方、制御が有る場合、整流器電圧を変更すること

で、充電電流を平滑化している。この結果は、ピークカット制御により最大電流

を抑制し、契約電力を抑える（試験結果では 4.5kW）ことで電気料金削減が可能

であることを示している。 

 

5.4  本章のまとめ 

 

基地局の直流電力システムにおいて、整流器の電圧制御によるピークカット

制御について提案し、実機検証を行った。試験の結果、提案方式を利用した電源

システムが問題なく動作し、既存の蓄電池を有効利用して、商用電力のピーク削

減に有効であることを確認した。 

再生可能エネルギーの導入や、電力ピークシフト等は、導入コストが大きいこ

とが普及の課題となっている。本章で提案した方式は、既存の無線基地局に備わ

っている整流器や蓄電池を有効利用することで導入コストを抑えられる。太陽

光発電装置の導入コストは必要となるが、それ以外は既存の設備を利用でき、普

及の障害となるコストを低減できると考えている。 
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6.1  総括 

 

 本研究では、「環境貢献」、「災害対策」、「省エネルギー」をめざした、グリー

ン基地局の電力制御の開発に向けて、「ソーラーパネル・蓄電池連携制御の開発」

「天気予報連動制御の開発」「受電電力平準化制御の開発」「整流器電圧制御の

開発」を行った。 

 

ソーラーパネル・蓄電池連携制御の開発[65] 

ソーラーパネルの発電電力は天候により発電不足や発電余剰状態が

発生するケースが考えられる。この影響の一つとして、ソーラーパネル

の発電電力の内有効に使われない電力、すなわち余剰電力を損失する問

題が基地局でも起きている。一方、基地局用ソーラーパネルは朝晩の発

電も有効に活用するために負荷電力（通信装置の消費電力）以上の定格

出力を備えることが望ましい。しかし、コストの観点からソーラーパネ

ルを必要以上に設置することも問題であり、その最適化も必要である。 

本研究では、基地局においてリチウムイオン電池やソーラーパネルを

利用して、上記で問題となっているソーラーパネルの余剰電力の削減と

負荷電力以上の定格出力を備えるソーラーパネル設置の最適化を両立

するパワーシフト手法を提案した。 

 その中でリアルタイムな発電電力のデータを用いて基地局用のソー

ラーパネルで発生する余剰電力の充電制御を提案し、実際の基地局で検

証した結果、提案方式である余剰充電制御を利用したパワーシフト制御

が問題なく動作し、従来に比べて 1.48 倍の自家発電率の向上を確認し

た。 

 

天気予報連動制御の開発[66] 

  パワーシフト制御では、非常時のバックアップ容量と通常時の充放電

容量の比率を固定しているため、天候により発電不足や発電余剰状態が

発生することが課題である。さらに、災害対策の観点から、停電など非

常時の電源確保のためなるべく SOC を高く保つ方が望ましい。一方、余

剰電力を損失することなく蓄電するためには、あらかじめ SOC を十分
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低く保つことが必要となり、そのため環境貢献と災害対策が両立できな

い課題があった。 

本研究では、基地局においてリチウムイオン電池やソーラーパネルを

利用して、天気予報に連動した蓄電池の充放電制御に関する最適化手法

を提案することにより、環境貢献と災害対策の両立を検討した。 

その中で、ソーラーパネルの発電予測に基づくリチウムイオン電池制

御を提案し、実際の基地局で検証した結果、天候別に問題なく動作し、

従来のパワーシフト制御に比べて 1.29 倍の自家発電率の向上を確認し

た。また、停電時にもソーラーパネルとの連携動作により、従来に比べ

て約 1.34 倍の自立運転時間を確認した。 

 

受電電力平準化制御の開発[67] 

  電力需要のピーク削減及び契約電力を抑えることによる基地局の電

力コスト削減に向けて、受電電力の平準化は有効な手段と考えられる。

蓄電池を備える太陽光発電システムにおいて効果的に受電電力の平準

化を行う手法として、発電量と負荷の変動を予測することで、受電電力

を平準化するように、蓄電池の充放電計画を作成する方法が報告されて

いる。 

本研究では、スマートメータの瞬時電力値を活用した蓄電池のフィー

ドバック制御により、発電量や負荷の予測精度に依存しない受電電力の

平準化手法について提案した。 

その中で、実際の基地局で検証した結果、提案手法により一日のデマ

ンド値の変動幅を最大約 17%まで抑制できることを確認して、契約電力

を抑えることによる電気料金削減に有効な手段であることを示した。 

 

整流器電圧制御によるピークカット制御の開発[68] 

基地局の蓄電池を用いたピークカット制御を提案する。システムの設

計においては、既存設備をなるべく有効利用して、新たな装置やハード

ウェアはなるべく追加しない方針とし、導入コストを低く抑える。提案

システムでは、整流器の出力電圧を制御することによって、上記の電力

制御を実現する。これは、整流器のソフトウェアアップデートで実現で
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きるため、新たなハードウェアを必要とせずに実現できる手法である。 

本研究では、この提案手法およびシステムについて述べ、蓄電池の充

放電制御が実現できることを実機検証で明らかにした。 

試験の結果、提案方式を利用した電源システムが問題なく動作し、ピ

ークカット制御により最大電流を抑制して、商用電力のピーク削減に有

効であること確認した。 

再生可能エネルギーの導入や、電力ピークシフト等は、導入コストが

大きいことが普及の課題となっている。本研究で提案した方式は、既存

の無線基地局に備わっている整流器や蓄電池を有効利用することで導

入コストを抑えられる。太陽光発電装置の導入コストは必要となるが、

それ以外は既存の設備を利用でき、普及の障害となるコストを低減でき

ると考えている。 

 

6.2  今後の展望 

 

 本研究では、グリーン基地局の電力制御の開発を行った。今後、グリーン基地

局が普及、一般化して、広域に満遍なく配置されるようになったとき、グリーン

基地局群を想定した電力連携に関する研究が社会に貢献できることを期待して

いる。 

 

電力融通 

近年、日本の 2050 年温室効果ガス実質排出ゼロ目標[69]の達成をめざ

して、需要家が直接再エネ調達に参画できるオフサイト型 PPA（Power 

Purchase Agreement）を可能とする環境整備が進められている[70]。オフ

サイト型 PPA とは、自社事業所の屋根等に太陽光パネルを設置して再エ

ネ電力を調達するオンサイト型 PPA と異なり、遠隔地にある発電設備か

ら自己託送制度を利用して直接調達する仕組みである。 

 グリーン基地局を用いた電力融通の実機検証はこのような仕組みを 

用いて実施していくものと想定される。 
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デマンドレスポンス 

2021 年に需給調整市場が開設され、既存の卸市場・電源Ⅰ’市場に加え

て、アグリゲーションビジネスの領域は広がりを見せている[71]。 

一般送配電事業者では、これまで自らが周波数維持義務を果たすため

に必要な調整力をエリア内で確保するため、2016 年 10 月より調整力公

募を実施しているが、この調整力をエリアを越えて低廉且つ安定的に確

保すべく調整力の広域的な調達を行うための市場が需給調整市場であ

る。 

需給調整市場は前日の入札など短期的な DR の取引を行う市場となっ

ており、中長期的な設備の確保を必要としないことから、比較的参入が

容易な市場と想定される。 

 

電気自動車との連携 

昨今、電気自動車や燃料電池自動車などの電動車を含む分散型電源の

活用による災害時のレジリエンス向上の期待が高まっており[72]、今後は

災害対策の一環として電気自動車による無線基地局への電力供給技術の

確立が必要となってくる[73]。 

NTT グループでは国際イニシアティブ「EV100」に加盟しており、NTT

グループが保有している一般車両約 1.1 万台について、2025 年までに

「50%EV 化」、2030 年までに「100%EV 化」をめざしている[1]。 

今後は災害対策だけではなく、環境貢献や地域社会への貢献に向けて、

グリーン基地局と電気自動車の連携方法について検討していきたい。 
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